
 

寒川町例規システム等法制執務支援業務委託について、次のとおり公募型

プロポーザルを行うので、公告する。 

 

 

令和 3 年 9 月 27 日 

 

寒川町長 木 村 俊 雄 

 

1 件名 

寒川町例規システム等法制執務支援業務委託 

 

2 業務の内容等 

寒川町例規システム等法制執務支援業務委託企画提案提出要領及び寒川

町例規システム等法制執務支援業務委託仕様書のとおり 
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寒川町例規システム等法制執務支援業務委託 

企画提案提出要領 

 

１ 趣旨 

 この要領は、寒川町例規集データベースシステムの構築、データ更新等の寒川町例規

システム等法制執務支援業務委託に係る契約の受託者を選考するため実施する公募型プ

ロポーザルについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 日程 

⑴ 質問受付期間 

令和 3 年 10 月 13 日(水)午前 9 時～令和 3 年 10 月 14 日(木)午後 5 時 

⑵ 質問に対する回答 

令和 3 年 10 月 18 日(月)午後 5 時までに回答 

⑶ 参加申し込み受付期間 

令和 3 年 10 月 25 日(月)午前 9 時～令和 3 年 10 月 26 日(火)午後 5 時 

 ⑷ 参加承認・不承認の通知 

令和 3 年 10 月 27 日(水)午後 5 時までに通知 

⑸ 企画提案書等受付期限 

令和 3 年 11 月 10 日(水)午後 5 時 

⑹ 実機検証期間 

令和 3 年 11 月 15 日(月)～令和 3 年 11 月 16 日(火) 

⑺ 審査結果の通知及び公表 

令和 3 年 11 月 19 日(金)午後 5 時までに通知及び公表  

 

３ 質問の受付及び回答 

本調達に関する質問は、次により電子メールで行うこと。 

⑴ 提出方法 

ア 様式 質問書(様式 1) 

イ 送信先 寒川町役場総務部総務課行政管理担当 

Email:soumu@town.samukawa.kanagawa.jp 
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ウ 件名 「寒川町例規システム等法制執務支援業務委託に関する質問(事業者名)」 

⑵ 質問受付期間 

令和 3 年 10 月 13 日(水)午前 9 時～令和 3 年 10 月 14 日(木)午後 5 時 

⑶ 質問に対する回答 

令和 3 年 10 月 18 日(月)午後 5 時までに、全参加者からの質問及びその回答を寒川

町ホームページで公開する。 

 

４ 参加申し込み 

 本調達に参加を希望する者は、次により電子メールで参加申し込みをすること。 

⑴ 参加資格 

本調達に参加できる者は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。 

ア 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4の規定に該当しないこと。 

イ 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)第 21 条の規定に基づく再生手続開始の

申立てがなされている者でないこと。 

ウ 暴力団員等(寒川町暴力団排除条例(平成 23 年寒川町条例第 11 号。以下「条例」

という。)第 2 条第 3 号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。)又は暴力団経営

支配法人等(条例第 2 条第 5 号に規定する暴力団経営支配法人等をいう。)でないこ

と。 

エ 神奈川県暴力団排除条例(令和 22年神奈川県条例第 75号)第 23条第 1項又は第2

項に違反していないこと。 

オ 暴力団員等と密接な関係を有してないこと。(業務を執行する社員、取締役、執行

役又はこれらに準ずる者が暴力団員等と密接な関係を有していると認められたと

きを含む。) 

カ 他の地方公共団体において本件プロポーザルに係る業務と同種の業務を受注した

実績があること。 

キ 公告日から契約までの間、本町の指名停止を受けていないこと。 

ク 寒川町競争入札参加資格者名簿に登録されている者であること。 

⑵ 提出書類  

ア 参加申込書(様式 2) 
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イ 業務実績書(様式 3) 

⑶ 送信先 

 soumu@town.samukawa.kanagawa.jp 

⑷ 件名 

「寒川町例規システム等法制執務支援業務委託企画提案参加申込書(事業者名)」 

⑸ 受付期間 

令和 3 年 10 月 25 日(月)午前 9 時～令和 3 年 10 月 26 日(火)午後 5 時 

⑹ 参加の承認・不承認の通知 

本調達への参加の承認又は不承認を令和 3 年 10 月 27 日(水)午後 5 時までに電子メ

ールで通知する。 

 

５ 企画提案の提出要領 

⑴ 提出書類及び部数 

 届出書(様式 4)1 部、企画提案書 5 部、見積書(様式 5)1 部 

⑵ 提出場所 

 寒川町役場本庁舎 2 階総務部総務課行政管理担当 

⑶ 企画提案書等受付期限 

令和 3 年 11 月 10 日(水)午後 5 時 

⑷ 提出方法 

  郵送又は持参(郵送の場合は、提出期限必着のこと。) 

⑸ 提案費用 

 企画提案書の作成及び提出に要する費用は、参加者の負担とする。 

⑹ その他 

 受付期間後における書類の追加、修正、差替及び再提出は、一切認めない。 

⑺ 企画提案書作成方法 

ア 件名 「寒川町例規システム等法制執務支援業務委託企画提案」 

  イ 内容 「寒川町例規システム等法制執務支援業務委託仕様書」について、掲げら

れている順に記載すること。 

ウ 様式 様式はないが、用紙のサイズは A4 とする。 

⑻ 見積書(様式 5)作成方法 
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見積額は税抜きとし、「寒川町例規システム等法制執務支援業務委託仕様書 １２

見積額の算出方法」⑴から⑼までに掲げる費用の部分と⑽に掲げる費用について、そ

れぞれ積算するとともに積算根拠を明らかにした書類(任意様式)を添付すること。 

 

６ 実機検証 

⑴ 実機検証の概要 

  実機検証は、提案されたパッケージソフトウェアについて当町職員が実際に操作し、

当町業務への適合度及び操作性を検証及び確認するとともに、提出された企画提案書

等に基づき、各種操作を行うことにより、当該パッケージソフトウェアについて評価

を行う。 

⑵ 実機検証期間 

令和 3 年 11 月 15 日(月)～令和 3 年 11 月 16 日(火) 

※1 提案につき概ね 1 日とし、午前 9 時から午後 5 時までの間とする。 

⑶ 実施方法 

  実機検証は、当町職員が実施し、事業者は、実機検証に必要な機器(サーバー、操作

端末 1 台程度、その他実機検証に必要な機器)及び必要な環境を当町が指定した場所

に準備すること。また、当町職員が円滑に実機検証を行えるようシステム操作説明及

び支援のため、必要な要員を配置するとともに、職員からの操作等に関する質問への

回答、代替案の提案、カスタマイズ要否判断が速やかに可能となる体制を整えること。 

⑷ その他 

  実機検証に係る費用については事業者の負担とし、本要領に定めのないものについ

ては、その都度当町の指示に従うものとする。 

 

７ 企画提案の審査要領 

⑴ 評価点の構成 

 技術点(400 点)＋価格点(100 点)＝評価点(500 点) 

⑵ 採点方法 

ア 技術点 400 点満点 

企画提案書及び実機検証により、別添評価基準書に従い採点する。 

※ 別添評価基準書の「必須」の項目において要件を満たしていないものがあった
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場合は、失格となる。 

※ 評価得点が同点であった場合、別添評価基準書の評価項目のうち「２.例規シ

ステム」及び「３.法制執務支援システム」の合計点数が高い者を上位とする。

上記２項目の合計点数が同点の場合は、くじ引きにより決定することとする。 

イ 価格点 100 点満点 

「寒川町例規システム等法制執務支援業務委託仕様書 １２見積額の算出方法」⑴

から⑼までに掲げる費用について、次のとおり採点する。 

計算式：(最低価格 ÷ 見積価格)×100 

   ※ 最低価格とは、最低額の見積価格をいう。 

   ※ 見積価格が予定価格を超えた場合は、失格となる。 

   ※ 価格点に係る計算において、その計算結果に 1 に満たない端数が生じたときは、

その数を切り捨てる。 

※ 予定価格は、7,920,000 円(消費税及び地方消費税は含まない。)とする。 

 

８ 事業者の決定方法 

提出された企画提案について審査を行い、最も評価点の高い者を第一優先交渉権者と

する。この場合において、最も評価点の高い者が 2 以上あるときは、技術点が高い者を

上位とし、当該 2 以上の者の技術点及び価格点のいずれも同点である場合は、くじ引き

により順位を決定する。 

くじ引きの実施日時、場所等については、別途連絡するものとし、くじ引きに参加し

ない者は、本調達を辞退したものとみなす。 

なお、企画提案事業者が１者だった場合、当該事業者の企画提案が失格でなければ、

当該事業者を第一優先交渉権者とする。 

 

９ 審査結果の通知及び公表 

審査の結果は、令和 3 年 11 月 19 日(金)午後 5 時までに電子メールで通知し、町ホー

ムページで公表する。なお、審査の内容に関する問い合わせには応じない。 

 

10 失格 

 参加者が次のいずれかに該当する場合は、失格となる。 
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⑴ 提出期限までに企画提案書等を提出しなかった場合 

⑵ 見積価格が予定価格を超えている場合 

⑷ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

⑸ 「４参加申し込み ⑴参加資格」に規定する要件を満たさなくなった場合 

⑹ 公平な審査を害する行為があった場合 

 

11 その他 

⑴ 提出書類は、返却しない。 

⑵ 提出書類について寒川町情報公開条例(平成 11 年寒川町条例第 24 号)に基づく公開

請求があった場合、本調達に関する全ての文書を公開の対象とする。ただし、公開す

ることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがあるものと認められる情報は、非公開であるので、この情報に該当する

と考える部分がある場合には、当該書類を提出する際にあらかじめ非公開情報届出書

(様式 6)により申し出ること。 

⑶ 審査結果に対する異議申立ては、認めない。 

 

12 担当部署・問合せ先 

寒川町総務部総務課行政管理担当  

〒253-0196 神奈川県高座郡寒川町宮山 165 番地 

電話 0467-74-1111 内線 212 

E-mail:soumu@town.samukawa.kanagawa.jp 



（様式１） 

 

質 問 票 

 

令和  年  月  日 

（宛先）寒 川 町 長  

 

所 在 地      

電話番号      

事業者名      

代 表 者（役職・氏名）   

 

寒川町例規システム等法制執務支援業務委託について、次の事項を質問します。 

質 問 の 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 者 名 

 

 

注 1：質問受付期間:令和 3 年 10 月 13 日(水)午前 9 時～令和 3 年 10 月 14 日(木)午後 5 時 

注 2：この様式を添付ファイルとし、次のメールアドレスに送信してください。 

soumu@town.samukawa.kanagawa.jp 

注 3：メールの標題は、「寒川町例規システム等法制執務支援業務委託に関する質問（事業

者名）」としてください。 

注 4：令和 3 年 10 月 18 日(月)午後 5 時までに回答します。  



（様式２） 

 

参 加 申 込 書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）寒 川 町 長  

 

次の関係書類を添えて、寒川町例規システム等法制執務支援業務委託に係るプロポーザ

ルに申し込みます。 

 

事業者名  

所在地 

 

〒 

代表者  

担当部署  

連絡先 

TEL  

FAX  

E-mail  

担当者  

会社概要 

設立  

資本金  

従業員  

H Pアドレス        

 

注 1：参加申し込み受付期間は、令和3年 10月 25日(月)午前9時～令和3年10月 26日(火)

午後 5 時です。 

注 2：この様式と「業務実績書（様式３）」を添付ファイルとし、次のメールアドレスに送

信してください。 

soumu@town.samukawa.kanagawa.jp 

注 3：寒川町例規システム等法制執務支援業務委託への参加の承認・不承認の通知は、令

和 3 年 10 月 27 日(水)午後 5 時までに電子メールで行います。 



（様式３） 

 

業 務 実 績 書 

 

事業者名                                 

 

寒川町例規システム等法制執務支援業務委託の受注実績を記載してください。 

（資料の添付をもって記載に代える場合は、その旨を記載してください。） 

 



（様式４） 

 

届 出 書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）寒川町長 

 

（提出者）所 在 地      

電話番号      

事業者名      

代 表 者 （役職・氏名）           

 

 

寒川町例規システム等法制執務支援業務委託企画提案提出要領に基づき、次のとおり企

画提案書等を提出します。 

 

１．本様式 1 部 

２．企画提案書 5 部 

３．見積書 1 部 



（様式５） 

見 積 書 

 

令和  年  月  日  

 

（宛先）寒川町長 

 

所 在 地 

電話番号 

事業者名 

代 表 者（役職・氏名）          ㊞ 

 

例規システム等法制執務支援業務委託について、次の金額で見積ります。 

 

件名 寒川町例規システム等法制執務支援業務委託 

金額 

（税抜） 

          円 

 

添付資料 

積算根拠を明らかにした書類（任意様式） 

 

 



（様式６） 

非公開情報届出書 

 

令和  年  月  日  

 

（宛先）寒川町長 

 

所 在 地 

電話番号 

事業者名 

代 表 者（役職・氏名           ㊞ 

 

提出した審査書類のうち、次の情報について非公開を希望するので届出します。 

 

記 

書 類 名 頁 非公開を希望する事項 

   

 

以上 
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寒川町例規システム等法制執務支援業務委託仕様書 

 

１ 業務名 

寒川町例規システム等法制執務支援業務委託 

 

２ 契約期間 

令和 4年 4月 1日から令和 9年 3月 31 日まで 

 

３ 例規システム 

⑴ 概要 

寒川町例規集に登載された条例、規則その他の規程（以下「例規」という。）を

データベース化したもので、例規の検索、閲覧及びデータとしての出力が行えるも

の。 

⑵ 基本仕様 

ア 提供環境 

（ア） LGWAN-ASP によるサービスの提供が可能であること。 

（イ） LGWAN に接続可能な当町のパソコン端末から、イに掲げる動作環境にお

いて、特別なソフトをインストールすることなく使用可能なシステムであ

ること。 

イ 動作環境 

（ア） OS：Windows8.1 以降 

（イ） ブラウザ：Internet Explorer11 以降 

※最新版に更新し、又は変更する可能性があるため、対応ブラウザについて、

提案書に明記すること。 

 ⑶ 初期構築 

   例規データベースの構築は、次のとおり行うこととする。 

ア 可能限り令和 4年 4月 1日に近い時点のデータを基に構築すること。 

※令和3年 7月 1日時点の収録データ数：現行例規926件、廃止例規103件、原

議 1,220 件 

イ 様式は貸与データの形式（Word 又は Excel ファイル）で登載すること。 

ウ 現例規集の履歴データ又は原議データを参照できるようにすること。 

エ データベース構築作業中に施行された例規について、どのように更新作業を行

うか具体的に提案すること。 

⑷ システム稼働時間 
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原則として 24時間 365 日稼働すること。 

⑸ 例規データの更新 

ア データ更新は、原則として月 1回の頻度で行うこと。 

イ データ更新の方法は、受託者による更新とし、当町が原議を提供してから原則

30 営業日以内に行うこと。なお、原議の提供は、Word 形式、Excel 形式又は PDF

形式により行う。 

エ 提供した原議を元に、改正内容の溶け込み後の条文を施行日単位で作成し、登

載すること。 

オ 例規データの更新費用は、更新件数に関わらず固定額とすること。 

   （平成 30年度実績 118 件、令和元年度実績 150 件、令和 2年度実績 276 件） 

⑹ システムの仕様 

ア 例規検索機能 

用語、題名、体系、五十音、年月日、種別、番号、所管等から例規(廃止された

例規を含む。)を検索できるもの 

イ 施行時点表示機能 

指定した年月日時点の施行例規を閲覧できるもの 

ウ 本文表示機能 

（ア）例規本文を表示できるもの 

（イ）直近の改正内容について、改正文言単位で見え消し表示できるもの 

エ リンク機能 

条文中の例規及び法令の引用箇所について、リンクが設定されており、該当箇

所を表示できるもの 

オ 原議リンク機能 

例規沿革情報から原議本文表示できるもの 

カ 出力機能 

例規全文又は選択した条、様式、別表等を編集できる形式のファイルで利用端

末にダウンロードできるもの（新旧対照表形式によるものを含む。） 

  キ 条項目次表示機能 

    例規ごとに当該例規の条項、附則、別表、様式等を階層化し、条に見出しを付

けた内容を目次として表示できるもの 

    ※目次は、本則の隣に表示すること。 

    ※目次に本則等へのリンクを設定し、選択した本則等へジャンプできること。 

   

４ 法制執務支援システム 

⑴ 概要 
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例規の立案に必要な条文等の点検、改正文等の自動生成及びデータとしての出力

が可能であるもの。 

⑵ 基本仕様 

例規集データベースに準ずる。 

⑶ システムの仕様 

ア 条文編集機能  

例規条文等をシステム上で編集できるもの、また、編集箇所が見え消し等で客

観的に確認できること。 

イ 改正文等生成機能 

アの機能により編集した例規条文等について、編集内容に関する制定文及び改

正文（以下「改正文等」という。）を自動で生成でき、かつ、当該改正文等が余

白の大きさ、配字、全角及び半角等当町の改正文ルールに対応できること（新旧

対照表の生成を含む。）。 

ウ 出力機能 

生成された改正文等（新旧対照表を含む。）を編集できる形式のファイルで利

用端末にダウンロードできること。 

エ 点検機能 

システムにより生成した改正文等について、条文の構造、用字用語、引用等に

ついて、システムによる自動点検ができること。 

  オ 取込みデータ点検機能 

システム外で作成した新規制定及び一部改正の例規データをシステムに取り込

み、システム上で編集及びエの機能と同様の点検ができる機能を有すること。 

カ アからオまでの機能について、直感的な操作により運用ができること。 

 

５ ホームページ公開用寒川町例規集検索システム 

⑴ 概要 

寒川町例規集に登載された例規について、インターネット上での検索及び閲覧を

可能とするもの 

⑵ 基本仕様 

ア 提供環境  

町ホームページにリンクを設定し、寒川町例規集に登載された例規について、

インターネット上での検索及び閲覧を可能とすること。 

イ 動作環境 

一般的なブラウザによる動作が可能なこと。 

ウ データ更新  
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例規データの更新に併せて実施すること。（原則月 1回） 

⑶ システムの仕様 

ア 例規検索機能  

体系、五十音等から例規を検索できること。 

イ 本文表示機能 

 例規本文を表示できること。 

ウ 様式出力機能 

 例規に規定された様式について、利用端末にダウンロードできること。 

⑷ 例規集（ホームページ公開用データ）デジタルデータの作成 

例規集を体系、五十音等から機能的に検索できる機能を有した電磁的記録を電子

媒体により、更新の都度提供すること。なお、電磁的記録の形式については一般的

なブラウザから閲覧可能なものとすること。 

 

６ 法令管理支援システム 

⑴ 法令改廃情報提供システム 

 ア 法令改廃情報を官報発行の 3営業日以内に提供できること。 

イ 法令の制定、改廃等の影響を受ける例規を該当する法令名と関連づけ、一覧に

できること。 

ウ 制定、改廃等のあった法令の本文及び新旧対照表並びに当該法令を引用してい

る例規の本文が表示されること。 

エ 法令改廃情報（制定、改廃等のあった法令の概要や、想定される関連例規の整

備に関すること）を毎月 4回程度メール配信すること。 

⑵ 法令検索システム 

  現行の法律、政令、省令等を用語、体系、五十音等から機能的に検索し、閲覧で

きること。 

⑶ 判例検索システム 

過去の判例について、用語、時期等から機能的に検索し、閲覧できること。また、

最新の判例について、速やかに閲覧できるようにすること。 

 

７ システムサポート 

⑴ 障害対応 

 障害が発生した場合は迅速に対応すること。 

⑵ データ復旧 

 定期的なバックアップデータの保管管理や障害発生に備えた冗長化対策によるデ

ータ復旧等、データの復旧に関し万全の体制を整えること。 
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⑶ セキュリティ 

 常に最新のウイルス対策ソフトを備えること等により、サーバの安全性を確保す

ること。 

 

８ システム操作のサポート 

 ⑴ システム導入後、職員に対し年 1回以上の操作説明研修会を実施すること。 

 ⑵ 操作方法についての問い合わせ窓口（電話、メール等）を設置すること。 

 

９ 法制執務支援 

  法制執務の質問又は相談を受け付ける窓口を設けること。 

 

１０ 独自提案（追加提案） 

上記に定めるもののほか、法制執務に関連する業務の効率化若しくは法制執務能力

の向上に資する提案又は加除式図書機能の代替となる提案があれば、これを提案する

こと。なお、提案に当たっては、別に指示する費用の範囲内で提案すること。 

 

１１ 納入方法 

 システムについては、データセンターに専用サーバを設置し、インストールするも

のとする。 

 

１２ 見積額の算出方法 

見積金額の算出に当たっては、例規件数、年間更新件数等を基礎数値として、次に

掲げる費用を含む令和4年 4月 1日から令和9年 3月 31日までの 5年間の総額を積算

するものとする。 

⑴ 初期構築費用 

⑵ 例規システム及びデータベースサーバー使用料 

 ⑶ 法令及び判例データベース及び例規整備支援システム・サービス利用料 

 ⑷ 例規システム等保守点検料 

 ⑸ 例規システム更新データ作成費用 

 ⑹ 例規集追録作成 

 ⑺ 更新データ入力処理費用 

 ⑻ 外部公開用データ作成費用 

 ⑼ 法令等の制定改廃情報の提供等の法制執務支援に係る費用 

 ⑽ その他当町に有益な機能に係る費用 
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※ 契約期間中にソフト又は機器についてバージョンアップを行う必要がある場合

には、無償で行うものとする。 

※「⑽ その他当町に有益な機能に係る費用」については、1,800,000 円(消費税及

び地方消費税は含まない。)を上限とする。 

 

１３ その他 

⑴ 受託者は、業務上知り得た情報を他に漏らしてはならない。 

⑵ 受託者は、十分な知識、経験を有する者を担当者として配備し、契約約款に基づ

き誠実、正確かつ迅速に履行することに務めること。 

⑶ 業務完了後、受託者の責に帰すべき事由による成果物の不良個所が発見された場

合は、受託者は速やかに、寒川町が必要と認める訂正、補正、その他必要な措置を

行うものとし、これに対する経費は受託者が負担するものとする。 

⑷ この仕様書に定めのない事項については、双方協議の上処理する。 


